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Ⅰ.国土強靭化地域計画策定の目的と位置づけ
1.計画策定の目的

1.本町の位置と地勢等

 (1)本町の位置

　日本では、阪神･淡路大震災や東日本大震災等の地震災害、毎年のように発生する台風・豪雨災害など、

これまでに数多くの大規模自然災害に見舞われ、そして、災害から長い時間をかけ復旧と復興を繰り返し

てきました。

　近い将来発生するとされている南海トラフを震源とする巨大地震や首都直下地震、火山噴火等に対し、

これまでの災害対応で得た教訓を生かすことを目的に、平成25年12月に「強くしなやかな国民生活の実

現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という）」が施行されました。

　そして、災害に負けない強さと、迅速に回復するしなやかさを併せ持つ国づくりを推進する必要がある

との観点から、平成26年6月に、国土の強靱化に関係する個々の計画等の指針となる「国土強靱化基本計

画」（以下「基本計画」という）が策定されました。国土強靭化は国、地方公共団体、民間事業者、そし

て国民が一丸となり取り組むことが必要であり、それぞれの立場を尊重しつつ連携する体制を構築しなけ

ればなりません。

　これらを踏まえ紀美野町では、今後発生すると考えられる自然災害に備え「紀美野町国土強靭化地域計

画」を策定しました。

　計画は、国の基本計画と和歌山県国土強靭化計画と調和を図りつつ、当町の地勢・環境・規模等に即し

たものとし、災害から町民の命と財産を守り、そして迅速に復旧・復興が可能となるよう「強さ」と「し

なやかさ」を持った紀美野町を目指すため、策定しました。

　計画期間　平成２９年８月１日から令和７年３月３１日

2.計画の位置づけ

　国土強靭化計画は、地域防災計画が地震や洪水などの「リスク」を特定し「そのリスクに対する対応」

を取りまとめた計画であるのに対し、あらゆる「リスク」を見据えつつ、どのようなことが起ころうとも

最悪な事態に陥る事が避けられるような「強靭」な行政機能や地域社会、地域経済を事前に作り上げるこ

とを目的とする計画です。

　そのため、土地利用のあり方や、警察・消防機能、医療機能、交通・物流機能、エネルギー供給機能、

情報通信機能、ライフライン機能、行政機能等様々な重要機能のあり方をリスクマネジメントの観点から

見直し、対応策を考え、施策を推進するもので、基本計画13条に基づき、当町が有する政策分野の計画等

の指針や上位計画に位置付けられる「アンブレラ計画」としての性格を有しています。

　実施主体も、地域においては、地方公共団体内の関係部署・部局にとどまらず自治会や住民、商工会議

所等の経済団体や交通・物流、エネルギー、情報通信、放送、医療、ライフライン、住宅・不動産等に係

る民間事業者など、広範な関係者と連携・協力しながら進めることとします。

Ⅱ.紀美野町の地域特性

　本町は、和歌山県の北部に位置し町の中央を霊峰高野山を源にもつ清流貴志川が流れ、南部には町のシ

ンボルである長峰山系の県立自然公園生石高原がそびえる自然環境に恵まれた町です。
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 (2)本町の地勢

 (3)気候の特性

 (1)人口の推移

人口推計の基になる社人研「平成25 年3 月推計」人口推計

 (2)産業の特性

　当町は、東西に流れる貴志川流域に広がる丘陵地と山地からなります。河川の沿岸には僅かながら河岸

段丘が形成され、農地と集落が集中していますが、近年農地は減少傾向にあります。

　また、丘陵地や傾斜地は、果樹園としても利用されており、みかんや柿、梅、山椒が栽培されていま

す。山間部は森林が広がっており、生石高原県立自然公園があります。

　地目別に土地利用状況を見ると、9,632ha が森林であり、総面積の75%を占めています。また農地は

10%程度で、行政面積から森林、水面等を除いたいわゆる可住地面積は3,168haとなり可住地面積率は

24.7%となります。

　当町の気候は、瀬戸内気候区と南海気候区の境界地域に属し、一般的に、雨が少なく晴天が多い。ま

た、梅雨期や台風期の雨は割合多いが、日射には恵まれ、蒸発が盛んなので、旱魃もよく起こり、乾燥し

た気候で、年平均気温は13.7℃と年間を通して温暖です。

　降水量は、寒い時期に少なく、暖かい時期に多いタイプであり、年間降水量は、県下では最も少ないと

される紀ノ川流域に位置しているため、年間平均1925.8mmとなっています。

　平成12年の国勢調査では、野上町が8,317人と美里町が4,070人と合計して人口12,387人でした

が、平成27年では9,206人と１5年で3,181人減少しました。

　もともと当町の人口減少・少子高齢化の傾向は、昭和55年から始まっており、逆に高齢者比率は、平成

27年の県平均30.9%に対し44.2％(※)と非常に高い数値となっています。※(H27年 和歌山県における

高齢化の状況)

　今後も何らかの対策を講じず、同様のペースで減少が続くと令和21年には5,056人（社人研）になる

と推計が出ています。

2.人口動態等

　紀美野町の就業者数は昭和55年から平成27年にかけて約7,800人から約4,300人まで50%減少して

います。産業別就業者割合の推移を見ると、第１次産業が減少し、第３次産業が増加、第２次産業が増減

を繰り返しています。第１次産業は減少を続けていますが、その割合は全体の13.３%であり、全国平均

の3.7%、また和歌山県平均の8.7%と比較して高くなっています。
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①紀美野町の産業の現状

②農業

③林業

　農業従業者は、高齢化と後継者不足により減少を続けています。2015年農林業センサスによると、

総農家数は774戸と前回調査より121戸の減少、就業人口においても669人と前回の調査より195人

の減少となっています。また、耕作規模も毎年減少し、一戸当たりの平均耕作面積も0.84haと零細化

が目立ってきています。

　地形的に山に囲まれ平坦地が少ないという立地条件から果樹や野菜の生産が中心であり、特産品であ

る柿のほか、山椒、みかん、栗、梅などの作物を生産しています。特に、山椒については、和歌山県が

全国シェア７０％で、隣接する有田川町の山椒生産全国1位に続き全国2位の生産量を紀美野町が誇っ

ています。なお、近年は、生産から加工販売までを一元化した６次産業化に取組むなど、未来の農業を

担う人材育成が重要となってきています。

　森林面積は9,655haと、町総面積の約75％を占める森林に恵まれた地域です。民有林は、スギ、ヒ

ノキを主体とした人工林の面積が7,031haであり、人工林率は72%となっています。なお、人工林の

約97％が8齢級以上と、資源として成熟しており、計画的な伐採及び間伐を実施していく必要がありま

す。

　森林は、木材等林産物を供給する経済機能はもとより、水資源の涵(かん)養、土壌保全及び保健文化

機能の発揮を通じて、地域住民の生活と深く結びついていますが、林業を取りまく情勢は、木材需要の

減少、木材価格の低迷等により年々厳しさを増し、森林整備が計画的に行われていない状況です。

　紀美野町の産業構造は「製造業」が売上金額、従業者数ともに多く、「卸売業，小売業」「医療，福

祉」の売上金額がそれに続く形になっています。従業員1 人当たりの売上金額は、それぞれ「製造

業」1,200万円、「卸売業，小売業」1,900 万円、「医療，福祉」552 万円です。また「卸売業，

小売業」は、売上は高いが従業員数が少なくなっているので、従業員1 人当たりの売上金額が1,900

万円と「製造業」を超える数値となっており、労働生産性の高さが伺えます。
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④工業

⑤商業

⑥観光

3.過去の災害と想定

(1)当町の過去の災害

　過去にはシュロ加工業等、県下でも群を抜く状況でしたが、化学繊維の発達と人件費の高騰により衰

退し、化繊ロープや日用・家庭用品などに取って代わりました。製造品出荷額は平成5年をピークとし

て減少傾向にあり、経営の近代化、技術の向上、製品開発などにより経営基盤を強化し、人材の育成な

ども求められています。

　人口減少による事業所の廃業などが増加傾向にある中、近年小売業は、利用客の価値観の多様化に伴

い、様々なサービスを提供する事業所が増加してきています。また、住民の購買意識を刺激するため、

町商工会ではプレミアム付共通商品券を販売することにより、地元商業の活性化を図っているところで

す。今後も商業の活性化に取組むため、創業者支援制度の拡充やプレミアム付共通商品券の販売など、

切れ目のない活性化対策が必要です。

　当町は、自然や歴史、グルメなど様々な年齢層でも楽しめるテーマが充実し、観光資源が豊富にあり

ます。関西随一のススキの高原「生石高原」や、綺麗な星空を観望できる「みさと天文台」、広大な芝

生広場、パークゴルフ場やキャンプ施設のある「のかみふれあい公園」など、自然と調和した施設が充

実しているほか、近年では、お洒落なパン屋、カフェ、レストラン、小物販売などの集客力のある新た

な資源や近年高野山に向かうロードバイクが増加し、年間約４８万人の観光客を迎えています。

　他にもまだまだ観光の起爆剤となる資源があり、今後これらを発掘保護し、観光客の町内滞在時間を

増やすことで、観光産業を盛り上げていかなくてはなりません。

　その取組として、地域づくりグループによる産品づくりや、農家民泊起業者への援助、宿泊施設とイ

ベントをコラボさせるなど、観光産業を盛り上げています。

　本町は紀伊半島北部の内陸部に位置し、貴志川流域の僅かな河岸段丘に沿って発展してきました。過去

の地震による被害ついては、和歌山県は南海トラフを中心とした周期的に発生する地震をはじめ各所で地

震が発生していますが、当町では地震により大きな被害の記録は残されておりません。その一方、貴志川

流域で急峻な山間地に沿うようにして住民の生活圏があるため、台風や豪雨により河川沿いの低地では浸

水被害が、山の麓では土砂災害が毎年のように発生しています。

　このような状況の中で、町、森林組合、森林所有者等が一体となって、林業生産基盤の整備、林業関

係団体等の育成により、森林の適正な管理を促進するとともに、森林資源の有効活用を図りながら、豊

かな自然環境の次世代への継承、町土の保全等公益機能の維持に努めます。

5



＜地　震＞

 紀州大水害(昭和28年)

(2)当町に被害を及ぼすと想定される災害

①地震

平成29年

平成26年

平成23年

9

南海道地震 昭和21年 12月21日 記録なし

地震名称等 和暦 発生月日 被害状況

慶長地震 慶長9年 2月3日

平成30年

記録なし

宝永地震 宝永3年 10月28日 記録なし

安政南海地震 安政1年 12月24日 記録なし

紀伊大和地震 明治32年 3月7日 記録なし

田辺市～本宮町

M9.1

M8.0

M6.9

住家被害

昭和36年

全壊

160

半壊

（田辺市付近） 昭和23年 6月15日 記録なし

吉野地震 昭和27年 7月18日 記録なし

（旧美里町） 昭和62年 5月9日 家屋一部損壊

兵庫県南部地震 平成7年 1月17日 被害無し

平成25年

死者

10

4

紀伊半島大水害

276昭和28年

発生年
行方不明者

0 242

13

4

第二室戸台風

＜風水害＞

　当町は、内陸部に位置するため津波の心配はなく、昭和南海地震をはじめ、地震により大きな被害の

記録は残されていません。また、活断層も確認されていないことから、地震災害に対する危機意識は海

岸沿いの市町村よりも低いのが現状です。

　しかし、マグニチュード9.1規模の南海トラフ巨大地震が発生した場合は、当町は概ね【震度6弱】

の強震が発生することから、人的被害、建物被害はもちろんのこと、ライフライン、公共交通及び道路

交通等に支障をきたし、経済活動にも大きな被害が生じることが考えられます。

地震名

3連動地震

南海トラフ巨大地震

中央構造線による地震

田辺市内陸直下の地震

震源断層の位置

駿河トラフ～南海トラフ

日向灘（宮崎県）～富士川河口断層帯（静岡県）北端

災害の種類
人的被害

354

7

1

浸水

1213紀州大水害

台風第18号

台風第11号

台風第21号

台風第21号

負傷者

177

0

15

梅本地区、奥佐々地区、中田地区で土砂災害
町内複数地区で断水

暴風による倒木や電柱の倒壊による集落の孤立化、町内広域で長
期停電の発生、停電により通信遮断、複数地区で断水

紀伊半島大水害(平成23年) 台風第21号（平成30年）

中央構造線（淡路島南沖～和歌山・奈良県境付近）

＜主な地震＞

規模

M8.7
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南海トラフ巨大地震（和歌山県想定）

被害想定（和歌山県被害想定）

②風水害

〇河川洪水
　当町には、貴志川と真国川が流れており、豪雨のたびに浸水被害が発生する場所が点在していま

す。被害の発生する地域は、河川に面した低地を造成した区域であり、その多くは別荘地です。

　近年では、河川改修も進んでいることから昭和28年頃と比較して、洪水被害を軽減できていると

考えられますが、今まで経験のない規模の台風や前線の停滞によって長期間豪雨が続いた場合は、浸

水域が拡大し、人的被害や住家被害だけでなく地域の経済活動にも大きな影響を及ぼすことが考えら

れます。

＜知事管理河川重要水防箇所＞

河川名

貴志川

危険理由

Ü

南海トラフ巨大地震

中央構造線による地震

田辺市内陸直下の地震

10

34～24

0

8,600

6,466

Ü

7,900

15 0 15 81３連動地震

地震
死者

0

人的被害(人) ライフライン(1日後)

断水人口

5,200

停電
全壊・焼失(棟)

重傷者

0

軽傷者等 電話

水衝洗掘

Ü0

黒沢橋上流500ｍ～黒沢橋上流700ｍ

吉見橋下流120ｍ～吉見橋上流120ｍ

上ノ川橋下流100ｍ～上ノ川橋

天神橋上流100ｍ～大門橋

滝川橋下流280ｍ～滝川橋下流180ｍ

三尾川大橋上流50ｍ～三尾川大橋上流150ｍ

神原大橋上流100ｍ～神原大橋上流350ｍ

重要度

Ａ

Ａ 水衝洗掘

法崩れ・すべり

堤防高

堤防断面

水衝洗掘

水衝洗掘

水衝洗掘

紀州大水害(昭和28年) 平成25年9月16日 大雨洪水警報

0 0

270 14 170 3,700

639～600 19～13 135～93 ÜÜ

左右岸

左

右

右

右

右

右

左

左

場　所

黒沢橋上流500ｍ～黒沢橋上流750ｍ

延長ｍ

250

200

240

100

480

100

100

250

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

(A)最も重要と思われる箇所　(B)次に重要と思われる箇所　(C)やや重要と思われる箇所
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〇土砂災害

　平成29年　台風第21号（中田地区） 平成29年　台風第21号（梅本地区）

③雪害

④大規模火災

左のうち建物火災

平成28年

7

4

89,088

平成24年 81

平成25年 806

2,488

　当町は急峻な山に囲まれた中山間地にあり、土砂災害危険区域等に指定されている地域が多くあり

ます。そのため、降雨期や台風の影響において、毎年のように土砂災害が発生し、時には前線の停滞

や台風の進路状況等により、大きな被害が発生することがあります。過去の大きな災害としては、昭

和28年7月の紀州大水害において、長期間豪雨により大規模な土砂災害が発生し、集落を飲み込む

ような災害が発生しました。

　近年では、平成29年の台風第21号による豪雨により、梅本地区をはじめ町内各所で土砂災害が発

生しました。災害の発生箇所に民家が無かったことから、人命が失われることはありませんでした

が、９世帯１９人の住民は、約２ヶ月間にわたり避難生活を余儀なくされました。

　当町には、過去からの大規模火災の記録は残されていませんが、和歌山県内では多くの記録が残され

ています。

　近年、全国的に大規模火災は少なくなってきていますが、平成28年に新潟県糸魚川市で発生した大

規模火災は、焼損棟数は147棟、焼損床面積は30,213m²にものぼりました。これは、強風により火

元及び延焼先から大量の火の粉や燃えさしが広く飛散し、同時多発的に延焼拡大したためであったよう

です。当町においても、木造住宅が密集している地域が点在していることから、同様の大規模火災が発

生することが考えられるため、消防本部において密集地域を指定し消防計画を策定しています。また、

当町は総面積の75％が山林であることから、大規模な林野火災に発展することも考えられます。林野

火災が発生した場合は、車両の進入が困難となり被害は甚大なものとなります。

3

＜紀美野町の火災の状況＞

焼損面積(㎡)

342.1

1

2

1

9

出火総数
出火件数

4

4

1

　当町は、雪の日が少ないものの、年に2～５日程度雪が積もります。もとより積雪への備えは乏しい

ことから、そのたびに道路交通に支障をきたしています。これまで、雪による直接的な人的被害はあり

ませんが、住家への被害や公共交通機関の運行休止、物流の停滞などによる経済活動への影響が生じて

います。過去には、明治16年に和歌山で1尺3寸(49cm)高野山で3尺5寸(106cm)という積雪記録も

あり、寒冷前線の停滞により降雪が長期化すると、住家被害や経済的被害だけでなく人的被害も生じる

可能性があります。

5

4

4

1

116

平成29年 21,691

平成26年 2,264

平成27年 1,020

年度
被害額
(千円)

平成23年

8.0

0.5

91.0

88.0

13.2

481.0

129.0平成30年

2

3
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(3)ライフラインの途絶等による2次被害

①長期停電の発生

台風第21号（平成30年）

②水道の長期断水
　水道の断水は、経年劣化による水道管の破損、停電による施設の稼働停止、地震による水道設備の損

壊、洪水による施設の浸水や土砂災害による水道管の破損などにより発生します。また濾過地等の施設

に油等が流れ込み、断水となった事例もあります。

　これらの問題が発生した場合、水道施設の復旧には多くの時間を要することとなり、長期間の断水

は、飲料水の供給だけでなく衛生面の悪化等、住民生活に大きな影響を与えることになります。また、

地域の経済活動にも大きな影響を及ぼします。

　このことから、老朽化した水道管路の更新と、地震に備え耐震化を進めるとともに、長期停電に備

え、長時間稼働できるよう、非常用電源設備を設置・改修していかなければなりません。

　近年の住民の暮らしは、電気への依存度が非常に高く、また公共施設についても機械設備、管理シス

テム及びセキュリティに至るまで電気に頼っています。そのため長期停電が発生した場合、各施設の設

備機器等が停止し、水道の断水や通信回線の不通、テレビ電波送信設備が停止する等、住民生活に大き

な影響を及ぼすこととなります。

　平成30年の台風第21号では、暴風により関西電力管内で218万戸が停電し、当町でも10日間停電

することとなりました。長期停電は、住民生活に大きな影響を与えただけでなく、公共施設においても

バックアップバッテリーが枯渇したことで機能不全に陥ることとなりました。

　これまで当町の防災重要施設の停電対策は、南海トラフ巨大地震による停電の想定が3日間であった

ことから、各施設の停電対策を72時間としていました。しかし今後は、長期停電対策を十分考慮し改

修しなければなりません。

　その対策として、防災行政無線施設や水道施設に発電機を追加整備し、各自主防災組織が活動できる

ように発電機等を購入するための制度を設けています。

　また電力会社との情報共有の重要性から、町重要拠点の優先復旧協議、ホットラインの確認、電力の

復旧計画等について、関西電力と協議を続けるなど、引き続き連携を図っていく必要があります。

　平成30年に発生した台風第21号は、紀伊水道を通過し兵庫県に上陸しました。当町は、台風の中心か

らみて東側の暴風域に位置したことから、倒木や電柱の倒壊や家屋の屋根が飛散する等、甚大な被害を受

けることとなりました。

　またその際、町内各所で電線が断線したことで10日間にもおよぶ長期停電が発生し、水道の断水、電

話の不通、インターネット回線（SNS含む）が通信不能となるなど、住民生活に大きな影響を与えること

となりました。

　また、事業所においても製造機械や冷凍庫等の設備機器を稼働させることができないことから、生産品

の納品が遅滞したり、自家発電機を稼働させたことにより燃料等の経費が増大するなど、地域の経済活動

にも大きな影響を及ぼすこととなりました。
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③通信（電話等）の途絶

④TV電波再放送設備の機能不全

⑤防災行政無線設備

　当町では、町有のテレビ電波再放送設備により、住民に提供しています。しかし、土砂災害や洪水に

より直接的に施設が損壊する場合や、電柱や通信柱の倒壊により放送データが不断となり、間接的に施

設が機能不全となる場合があります。

　これらの施設はすべて電気で稼働していますが、蓄電池の容量は５時間程度で枯渇し、長時間の停電

には対応できていません。また、放送データ送信する為の基幹線は光ファイバーを使用していることか

ら、電柱等の倒壊により断線した場合、復旧に時間を要することになり、その間TV放送電波を届ける

ことができなくなります。

　その為、施設の更新や地震に備え耐震化を進めるとともに、長期停電に備え拠点施設に非常用電源設

備を設置していかなければなりません。

　防災行政無線は、災害の発生により、電話、TV及びインターネット等の設備が破損又は停電し、情

報の収集手段が寸断された場合であっても、住民の生命に関わる警戒情報等を伝達するための重要な設

備です。しかし、平成30年の台風第21号では、10日間の長期停電となり、防災行政無線設備のバッ

テリーが枯渇することとなりました。その際、電柱の倒壊状況から停電が長期化することを予測し、停

電2日目から各放送柱の電池交換を行いましたが、一部の地域では道路が寸断されており、放送できな

い状況に陥りました。当該施設は人命に関わる止めることのできない施設であることから、設備自体の

強靭化が必要となります。

　土砂災害や洪水により電柱が倒れ、一般電話回線、インターネットの通信線や携帯電話基地局の損壊

により、通信ができなくなる場合があります。通信の途絶は、救助要請できなくなるなど、人命に関わ

る最悪の事態が考えられます。

　当町においても平成30年台風第21号の暴風の影響で、停電や電柱の倒壊により一般電話が使用でき

なくなりました。また、携帯電話についても、送信中継局のバッテリーが枯渇したことや通信基幹線で

ある光ファイバーの断線により、使用できなくなりました。

　災害時における通信手段の確保は、非常に重要であることから、各通信会社との情報共有、ホットラ

インの確認、通信の復旧計画等について各通信会社と協議を続けるなど、引き続き連携を図っていく必

要があります。

台風21号（平成30年）
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(4)防災に対する住民意識（H28 住民アンケÜト）

①防災対策として町に求めること

②各家庭の備蓄食料の備えの状況

③住宅の耐震化の状況

④家具固定の状況

1.6

わからない

十分できている 5.8 できていない 66.5

３日以上備蓄している

２日以内備蓄している

備える必要はない（倉庫や畑にある）

13.4

23.2

6.9

　住宅の耐震化については、昭和56年より以前に建てられた耐震補強未実施の木造建築が23.9%、鉄

筋・鉄骨建4.4%、わからないが10.8%という結果となりました。町内の約１／３が耐震対策が行われ

ていないという結果となっています。

　住民が、町に求めることは、以下のグラフによると1位が「災害に関する情報提供の強化」、2位が

「食料や救護資機材などの備蓄」という結果となりました。

54.9

10.8

　家具固定について十分できていると回答のあった家庭は、5.8%という結果でした。一部できている

家庭でも24.2%という結果であり、２／３の家庭で、何の対策もされていないという結果となりまし

た。これは、過去の地震被害の記録がなく、昭和の南海地震等においても被害がほとんど出なかったこ

ともあり、地震に対する防災意識が低いと考えられます。

しているが不十分 24.2 不明・無回答 3.5

S56年以降建の鉄筋・鉄骨であるが未実施 4.4

1.6

S56年以降建の鉄筋・鉄骨

S56年以前であるが耐震補強している

S56年以降建の木造であるが未実施

不明・無回答

17.3

40.7

1.2

23.9

　災害発生に対する備蓄の状況について、3日以上備えている家庭は13.4%、米や野菜などを倉庫で保

管している家庭が6.9%と全体の約20％において3日以上の備えができています。また、2日以内の家

庭は23.2%という結果でしたが、殆ど備えていない家庭は55％を超えるという結果となっています。

ほとんど備えていない

不明・無回答

S56年以降建の木造

42.4

37.8

29.4

24.8

13.3

13.1

12.4

10.4

1.9

2.9

0% 20% 40% 60%

災害に関する情報提供の強化

食糧や救護資機材などの備蓄

避難場所・避難経路の周知

女性や高齢者など多様なニーズに

応じた防災体制の整備

学校・地域での防災教育の充実

家具固定の補助制度の創設

訓練の実施

（町が主催、自主防災組織が主催など）

保育所・学校等への防災資機材の配備

その他

不明・無回答

（N=924）
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⑤土砂災害の危険箇所の把握状況

①重要度のアンケート結果

(5)紀美野町が取り組んでいる施策に対する今後の重要度(H28住民アンケート)

知っている。見ることができるが見ていない。 12.0

　紀美野町の施策の今後の重要度についてみると、「町の健全な財政」「医療機関の充実」
「消防・救急・救助体制」「道路の整備」「就労・雇用の場の拡大」で『重要である』が５
割を超えています。

HPを見たことがある 19.3 知らなかった。見てみたい。 45.1

知らなかった。見たいとは思わない。 8.7

　当町では、昭和28年の水害を経験し、毎年土砂崩れが発生していることから、土砂災害に対する意

識は高いと思われていました。しかし、実際のアンケート結果では19.3％という結果となりました。

家庭によっては、インターネット環境が整っていない家庭もあることも考慮し、住民への周知方法の改

善が必要です。

知っている。見ることができない。 11.6 不明・無回答 3.4

44.5 

53.5 

48.7 

35.5 

41.8 

49.1 

54.3 

32.9 

29.1 

33.9 

38.1 

41.1 

36.8 

30.4 

42.1 

31.1 

30.4 

35.1 

34.3 

34.5 

31.6 

27.9 

35.1 

36.0 

35.5 

32.4 

31.5 

32.0 

38.1 

35.1 

15.9 

9.8 

11.4 

23.6 

19.4 

15.9 

14.8 

28.1 

28.6 

26.2 

25.3 

23.3 

27.1 

26.5 

18.5 

3.2 

3.0 

2.3 

3.0 

1.3 

0.4 

0.0 

0.9 

3.1 

1.6 

0.9 

1.1 

1.3 

1.7 

1.1 

0.6 

0.8 

0.6 

0.3 

0.3 

0.3 

0.2 

0.4 

0.2 

0.2 

0.5 

0.4 

0.3 

0.4 

0.5 

4.7 

2.5 

1.9 

3.2 

2.7 

2.6 

2.7 

2.6 

2.9 

2.6 

2.8 

2.6 

2.5 

2.8 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１）自然環境

（２）道路の整備

（３）バスなどの公共交通機関

（４）情報通信（携帯電話やインターネットなど）

（５）交通安全対策や防犯対策

（６）防災対策

（７）消防・救急・救助体制

（８）自主防災組織の活動

（９）住宅や宅地の整備

（10）地域に適した土地の有効活用

（11）生活排水処理（下水道・浄化槽）

（12）ごみの収集・処理

（13）し尿の収集・処理

（14）公園や広場、子どもの遊び場

（15）保健対策

（病気の予防や各種検診、健康づくり）

重要である やや重要である どちらでもない あまり重要でない 重要でない 不明・無回答

（N=924）

54.8 

33.1 

36.3 

33.9 

43.3 

31.9 

32.4 

28.8 

27.5 

27.8 

32.7 

31.3 

51.4 

46.1 

32.1 

28.1 

36.6 

36.8 

35.5 

34.1 

34.4 

33.5 

33.0 

30.8 

34.5 

34.7 

35.6 

30.1 

29.8 

33.7 

13.7 

25.8 

22.3 

26.9 

19.0 

29.8 

27.5 

31.9 

35.1 

31.3 

25.6 

26.5 

13.3 

19.6 

28.9 

0.6 

1.2 

1.4 

0.8 

0.6 

0.4 

2.1 

1.9 

2.4 

1.8 

1.7 

1.7 

0.8 

0.3 

1.2 

0.2 

0.4 

0.9 

0.3 

0.1 

0.8 

0.5 

0.8 

0.6 

0.4 

0.8 

0.5 

0.6 

0.2 

0.2 

2.5 

2.9 

2.4 

2.6 

2.8 

2.7 

4.0 

3.6 

3.6 

4.1 

4.4 

4.3 

3.8 

4.0 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（16）医療機関の充実

（17）地域で支え合う福祉の仕組みづくり

（18）高齢者福祉の充実と高齢者の能力活用

（19）障害者福祉の充実と自立支援

（20）保育サービスや子育て支援

（21）（被援助者が）自立するための生活支援

（22）山や森の様々な機能の保全

（23）農村集落の整備

（24）農林業の振興

（25）商工業の育成

（26）地域資源を活かした観光交流

（27）新しい産業や事業をはじめる支援

（28）就労・雇用の場の拡大

（29）小中学校などの学校教育

（30）青少年の育成活動

重要である やや重要である どちらでもない あまり重要でない 重要でない 不明・無回答

（N=924）
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②満足度得点と重要度得点による施策分野の分類

(3)バスなどの公共交通機関　(28)就労・雇用の場の拡大
(35)日常の買い物や娯楽 　(45)町の健全な財政 など

(１)自然環境　(２)道路の整備　(７)消防・救急・救助体制
(15)保健対策 など

(24)農林業の振興　(25)商工業の育成
(37)ＳＮＳを取り入れた広報活動　 (41)町内外との交流活動

(31)スポーツ活動・施設の状況　(32)生涯学習などの施設、事業
(33)文化・芸術・歴史などの施設や事業　(36)広報活動

タイプⅢ

主なもの

満足度と重要度をタイプごとにあらわしたのが、下表のとおりとなります。

分類

タイプⅠ

タイプⅡ

タイプⅣ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21
22

23

24

25

26
27

28

29

30

31

32

33
34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

-1.0 -0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

重要度得点

満足度得点

タイプⅠ

満足度が低く、重要度が高い。

タイプⅡ

満足度が高く、重要度も高い。

タイプⅣ

満足度が高く、重要度が低い。
タイプⅢ

満足度が低く、重要度も低い。

22.1 

21.4 

17.2 

18.3 

41.8 

25.4 

15.5 

23.7 

19.4 

30.8 

20.1 

32.8 

19.3 

42.7 

54.8 

37.4 

34.0 

30.2 

30.0 

34.6 

37.2 

27.7 

32.4 

36.7 

34.7 

35.2 

30.2 

33.5 

28.1 

22.1 

33.9 

37.9 

44.5 

44.3 

17.3 

30.7 

47.5 

38.0 

38.3 

29.9 

37.8 

29.4 

40.5 

24.0 

18.4 

2.3 

2.3 

3.6 

2.3 

2.1 

1.9 

3.5 

1.1 

1.2 

0.3 

2.5 

2.4 

1.6 

1.0 

0.8 

0.6 

0.5 

0.4 

1.1 

0.8 

0.6 

1.9 

0.8 

0.3 

0.4 

0.6 

1.3 

1.0 

0.3 

0.3 

3.7 

3.9 

4.1 

4.1 

3.5 

4.0 

3.9 

4.1 

4.1 

3.8 

3.8 

3.9 

4.1 

3.8 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（31）スポーツ活動・施設の充実

（32）生涯学習などの施設、事業

（33）文化・芸術・歴史などの施設や事業

（34）人権尊重や男女共同参画

（35）日常の買い物や娯楽の場の確保

（36）広報活動（役場からの情報提供）

（37）ＳＮＳ（twitter、Facebookなど）

を取り入れた広報活動

（38）広聴活動（住民の意見や要望の収集活動）

（39）まちづくりへの町民の参画、協働

（40）まちづくりを担う人材の育成

（41）町内外との交流活動

（42）新たな定住者の受け入れ

（43）住民自治活動の充実

（44）役場の仕事の効率の良さや丁寧さなど

（45）町の健全な財政

（無駄遣いがない、赤字がない等）

重要である やや重要である どちらでもない あまり重要でない 重要でない 不明・無回答

（N=924）
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③将来の理想の紀美野町

Ⅲ.紀美野町の地域強靭化に向けた基本目標等

1.地域強靭化の基本目標等

 (2)事前に備えるべき目標

　本町は、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に向け

た地域強靱化を推進するため、以下の４つの「基本目標」と基本目標を達成するため８つの「事

前に備えるべき目標」を定める。

 (1)基本目標

 １ 発災時、人命の保護が最大限図られるよう備える。

 ８ 災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する。

 ６ 災害発生後、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネット
　  ワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図れるよう備える。

 ７ 制御不能な二次災害を発生させないよう備える。

 ４ 災害発生直後から情報通信機能が確保できるよう備える。

 ５ 災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない
 　 よう備える。

 ２ 災害発生直後から、救助・救急、医療活動等が迅速に行えるよう備える。

 ３ 災害発生直後から必要不可欠な行政機能が確保できるよう備える。

　国の基本計画を基に8つの目標を設定した。

　将来の紀美野町をどのようなまちにしていきたいかについてみると「安全・安心に暮らせるまち」が
39.7％と最も高く、次いで「保健・医療や福祉が充実したまち」が36.4％となっています。

Ⅰ 人命の保護が最大限図られること

Ⅲ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

Ⅳ 迅速な復旧復興

Ⅱ 町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること

安全・安心に暮らせるまち・・・・・・・

保健・医療や福祉が充実したまち・・・・

生活環境が整ったまち・・・・・・・・・

就労・雇用が充実したまち・・・・・・・

自然が豊かで、観光にやさしいまち・・・

町民が豊かで、環境にやさしいまち・・・

経済的に豊かなまち・・・・・・・・・・

多くの人が訪れる観光・交流のまち・・・

教育、生涯学習の充実したまち・・・・・

その他・・・・・・・・・・・・・・・・

不明・無回答・・・・・・・・・・・・・

39.7

36.4

26.2

19.9

17.6

13.6

12.3

9.6

7.1

1.7

2.5
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建物等の大規模倒壊や住宅密集地における火災による犠牲者

　起きてはならない最悪の事態として、国の基本計画で設定されている45の事態から本町の地域特性を踏ま
えて34 の事態を示した。

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油やＬＰガスサプラ
イチェーンの機能の停止

地震に伴う住宅密集地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全

2

7-3

7-4

7-2

災害発生直後から情報通
信機能が確保できるよう
備える

6

5-2

5-3

2-2

5

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

地域交通ネットワークが分断する事態

4-3

5-4

1

1-1

1-3

1-4

発災時、人命の保護が最
大限図られるよう備える

3
3-1

1-2

8

8-1

8-6

8-4

8-5

8-2

8-3

森林等の荒廃による被害拡大

建物等倒壊による交通麻痺による救助や搬送の遅延

災害発生後であっても、
地域社会・経済が迅速に
再建・回復できる条件を
整備する

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂等の
流出による多数の死傷者の発生

4-2

大量に発生する災害廃棄物の処理停滞より復旧・復興が大幅に遅れる事態

復興を支える人材等の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等によ
り復興できなくなる事態

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有
形・無形の文化の衰退・損失

事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大
幅に遅れる事態

テレビ・ラジオ放送の中断等や郵便事業の長期停止により重要な情報が必
要な者に届かない事態

災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができ
ず、避難行動や救助・支援が遅れる事態

サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による地域経済の疲弊

社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

食料等の安定供給の停滞

水道水の供給途絶による生産活動への甚大な影響

災害発生後、生活・経済
活動に必要最低限の電
気、ガス、水道、燃料、
交通ネットワーク等を確
保するとともに、これら
の早期復旧を図れるよう
備える

上水道等の長期間にわたる供給停止

制御不能な二次災害を発
生させないよう備える

2-1

災害発生後であっても、
経済活動（サプライ
チェーンを含む）を機能
不全に陥らせないよう備
える

7

7-1

6-3

6-4

6-2

5-1

4

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期間停止

国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等によ
る国家経済等への甚大な影響

2.リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）と施策分野

異常気象等による広域かつ長期的となる浸水

大規模土砂災害による犠牲者

情報伝達の不備や災害意識の低さに伴う犠牲者

災害発生直後から、救
助・救急、医療活動等が
迅速に行えるよう備える

被災地への食料・飲料水等生命に関わる物資の長期停止

多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足、活
動ルートの長期間の寸断

医療施設及び関係者の被災等による機能不全及び支援ルートの途絶

避難所における疫病と感染症の大規模発生

劣悪な環境の中で避難生活による被災者の健康状態の悪化や災害関連死の発生

6-1

災害発生直後から必要不
可欠な行政機能が確保で
きるよう備える

町職員及び施設等の被災による行政機能の機能不全

被災による治安の悪化

2-3

3-2

2-6

2-4

2-5
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 ３.地域強靭化を進めるうえでの基本的な方針

ⅲ非常時だけでなく、平時より有効に活用される様工夫する

(3)効率的な施策の推進

　当町の強靭化を進めるうえで、国土強靱化の理念を踏まえ、「基本計画」において定められてい

る、事前防災及び減災その他迅速な復旧復興、国際競争力の向上等に資する大規模自然災害等に備

えた国土の全域にわたる強靱な地域づくりについて、過去の災害から得られた経験を最大限活用し

つつ、以下に掲げる事項を主な趣旨とする基本的な方針に基づき推進する。

(1)地域強靭化の取り組み姿勢

(4)地域の特性に応じた施策の推進

ⅰ地域コミュニティの活性化と強靱化推進の担い手が活動できる環境整備に努める

ⅱ女性、高齢者、子ども、障害者及び外国人等に配慮する

ⅲ地域の特性に応じ、自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮する

ⅰ当町の強靱化を損なう根本原因をあらゆる側面から分析し、対策を講じる

ⅱ時間管理概念を持ち、長期的な視野を持って計画的な取組にあたる

ⅲ各地域の多様性を再構築し、地域間の連携を強化する

(2)適切な施策の組み合わせ

ⅰ災害リスクや地域の状況等に応じ、施設整備や耐震化等のハード対策と訓練・
　防災教育等のソフト対策を適切に組み合わせて効果的に施策を推進する

ⅱ国、地方公共団体、住民及び事業者等が連携し、役割分担して取り組む

ⅲインフラ・防災等の分野においてSocity5.0の社会の実現を目指す

ⅰ住民の需要の変化や社会資本の老朽化等を踏まえるとともに、財政資金の効
　率的な使用による施策の持続的な実施に配慮して、施策の重点化を図る

ⅱ限られた資金を有効に活用するため、民間資金の積極的な活用を図る
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 １ 発災時、人命の保護が最大限図られるよう備える。

①建物等の大規模倒壊や住宅密集地における火災による犠牲者

施策ごとの推進方針

地域交通及び物流が災害等発生時に受ける被害を最小限に留めると共に早期
に交通及び物流が再開できるための施策に分類される分野

防災対策を要する河川、砂防、急傾斜地崩壊対策、治山、農地防災及び災害
関連事業等により国土の保全を目的として分類される分野

ゴミ、生活排水及び、住民生活に直結する施策に分類される分野

〇

保健医療・福祉

インフラ

〇

横断施策

保健、医療・福祉対策により、住民が安心して生活を送れ、災害が発生した
場合でも安心して生活できるための施策に分類される分野

水道、電気、ガス及び通信等のインフラが災害発生時であっても安定供給で
きるために行う施策に分類される分野

商業・産業活動が災害発生時に受ける被害を最小限に留めると共に早期に経
済活動を再開できるための施策に分類される分野

＜個別施策分野の定義＞

住宅等の倒壊は、住人の命を奪うだけでなく、倒
壊により道路を塞ぐなど避難や救助活動の妨げに
繋がることから、耐震事業を周知する(耐震ﾛｰﾗｰ作
戦)など耐震化に努める。

地震の発生により家庭での室内安全対策として、
家具等の転落・転倒防止対策及び電気を自動遮断
するための補助制度を創設し啓発を行う。

〇

行政・警察・消防・防災教育
行政機関、警察、消防等が施設・体制の強化を図るために行う施策並びに防
災教育に分類される分野

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

Ⅳ.施策ごとの推進方針
　脆弱性評価の結果を踏まえ、起きてはならない最悪の事態別の推進方針は次のとおりとし、地域
強靱化に関する施策分野は8つの個別施策分野と2つの横断的分野を設定し、以下の通り定義した。

住宅

交通・物流

国土保全

環境

＜横断的分野の定義＞

リスクコミュニケーション

長寿命化対策

南海トラフ巨大地震が発生し、町内で震度６
を観測。住宅密集地では建物の倒壊や火災が
発生し死傷者が出ることとなった。

行政機関、地域住民などの間で、情報を共有し、安全対策や許容できるリス
クについて相互の意思疎通、共通認識の構築、合意形成を図ること。

老朽化している公共施設について、計画的な維持管理や新たな技術による維
持を行うことで施設の健全度を高め、施設利用者の安全性の確保を図るとと
もに、施設の修繕・更新費用の縮減や財政負担の平準化を図ること。

住民の財産である住宅を災害等から守るための施策に分類される分野

個別施策

消防関係車両の定期的な更新を図る。

大規模災害に備えた消防組織体制の充実強化と消
防装備の整備に努める。

救急救命士の計画的な養成等により救急・救助体
制の充実を図る。

地域の実情を踏まえ、住民との課題の共有を進め
ながら、機動的な消防団組織への再編を進める。

消防団の資器材の充実や、団員の研修・実務訓練
による資質向上を促進する。

産業

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇

住宅用⽕災警報器設置については、引き続き戸別
訪問を行う。

〇 〇

〇

〇 〇

〇

災害による住宅・ブロック塀等の倒壊等から住民
の生命を守るため、公営住宅等整備事業、優良建
築物等整備事業、住宅・建築物安全ストック形成
事業、狭あい道路整備等促進事業を推進する。

〇 〇 〇
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〇

災害に備え1万本(500㎖)を基本に備蓄する。
（避難者数 南ﾄﾗﾌ地震 700人）

〇

災害に備え毛布、簡易ベット、間仕切りなど避難
生活に必要な資材を備蓄する。

〇

長寿命
化対策

①被災地への食料・飲料水等生命に関わる物資の長期停止

 ２ 災害発生直後から、救助・救急、医療活動等が迅速に行えるよう備える。

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅

〇

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

災害発生後1週間分の非常用食料、飲料水及び常備
薬等を備蓄するよう広報紙や訓練等で啓発する。

〇

無線機器（電波、携帯電話回線、光ﾌｧｲﾊﾞｰ等）を
更新・整備する等、伝達手段を多重化する。

〇

物資支援を調達するため、民間企業等との協定の
締結の拡充を図る。

保健医
療,福祉

〇

〇

台風により数日間で1000mmを超える大雨が
降った。貴志川上流域に天然ダムができ、周
辺集落が水没、いつ決壊してもおかしくない
状況になっている。

台風により数日間で1000mmを超える大雨が
降った。集落の一部が土砂にのまれ、安否確
認ができない。

暴風雨により、電柱の倒壊や倒木により電気、通
信回線、光ファイバーが断線しＴＶや電話が使用
不能となった。また、防災行政無線も故障し、避
難勧告を伝達することができない。

台風により数日間で1000mmを超える大雨が
降った。これにより道路も水没し通行できな
い。一部集落は孤立している。

河川に設置している水位計を適正に管理し、水位
状況をＨＰ等で周知する。

〇

国や和歌山県と連携して安全対策を進める。

〇

〇

洪水発生多発地域を確認し、住民への情報伝達
と、連絡体制を確立するため訓練を行う。

〇 〇

個別施策 横断施策
行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

住民に洪水危険個所を認識してもらうため、洪水
ハザードマップを作成し、周知する。

〇

個別施策 横断施策
行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

〇

〇〇

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

防災行政無線の改修・整備を進め、適正に管理す
ると共に緊急用電源の設置に努める。

〇 〇

土砂災害区域内の住民への情報伝達手段の確立
と、連絡体制を確立するため訓練を行う。

〇 〇

土砂災害特別警戒区域内の住家が除却、移転及び
対策改修する場合の補助制度を創設する。

土砂災害の危険個所を認識してもらうため、土砂
災害ハザードマップを更新し、周知する。

〇 〇

②異常気象等による広域かつ長期的となる浸水

③大規模土砂災害による犠牲者

④情報伝達の不備や災害意識の低さに伴う犠牲者

情報伝達が的確且つ、迅速に行われるよう町と自
主防災組織を主体とした訓練を実施する。

〇 〇

個別施策 横断施策
行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

国や和歌山県と連携して安全対策を進める。 〇

災害等の緊急情報が確実に受信できるようにＪア
ラート設備等の改修や適正管理に努める。

〇

〇

災害に備え1万食を基準に備蓄する。
（避難者数 南ﾄﾗﾌ地震 700人）

〇
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個別施策 横断施策

災害により、主要な農道及び林道が寸断されるこ
とのないよう新設・拡幅・改修等事業を進める。

〇

災害により、主要な農道及び林道が寸断されるこ
とのないよう新設・拡幅・改修等事業を進める。

〇

台風の暴風雨により複数個所で孤立集落が発
生。電柱の倒壊により停電が発生し、通信もで
きない。また、建設業者や重機が不足している
ことにより作業できない状況が続いている。

電柱の倒壊や倒木箇所が多く、道路啓開が進ん
でいない。そのため、3日経過しても自衛隊、警
察及び消防等の応援が遅れている。また、救助
資機材等の物資も入ってこない。

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

②多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

他の地方公共団体の消防組織等と災害時応援協定
の拡充を図る。

〇 〇

災害発生により国道・県道が寸断されることのな
いよう、整備促進に協力する。

〇 〇 〇

災害により、町道が寸断されることのないよう、
新設・拡幅・改良等事業を進める。

〇 〇 〇 〇

孤立の可能性のある集落に設置している無線機の
更新及び適正管理に努める。

〇 〇

〇 〇 〇

③自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

孤立の可能性のある集落を対象に、通信訓練を実
施する。

〇 〇

道路が寸断し、集落が孤立したことを考慮し、ヘ
リポートの適正な維持管理を進める。

〇 〇

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

災害規模やニーズに応じて受援が円滑に行われる
よう受援計画を策定する。

〇 〇

消防組織の組織力を強化するため、資機材の充実
や研修・訓練により体制を強化する。

〇 〇

自主防災組織の組織力を強化するため、資機材の
充実や研修・訓練により体制を強化する。

〇 〇

自衛隊、警察及び消防等との連携を強化するた
め、合同訓練等により連携に努める。

〇 〇

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

④医療施設及び関係者の被災等による機能不全及び支援ルートの途絶

災害発生により国道・県道が寸断されることのな
いよう、整備促進に協力する。

〇 〇 〇

地震により停電と断水が発生。病院では医療機器
の故障や資材が散乱している。医師や看護師は当
直しかいない中、患者が増え続けているが、通行
止め等により医師、看護師の到着が遅れている。

災害により、町道が寸断されることのないよう、
新設・拡幅・改良等事業を進める。

〇 〇 〇 〇

橋梁長寿命化修繕計画により橋梁の改修を図ると
ともにトンネルの改修を行う。

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

道路が寸断し、孤立した場合のことを考慮し、ヘ
リポートの適正な維持管理を進める。

〇 〇

災害発生後に迅速に道路啓開が進められるよう、
道路啓開計画を策定する。

〇 〇

各医療機関や医師会等団体と協定の締結を維持
し、合同訓練を実施する。

〇 〇

災害支援病院及び町診療所が機能不全に陥らない
よう緊急電源の確保、通信、水道及び空調設備等
の整備改修に努める。

〇 〇
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地域の防災リーダーとなる人材を確保するため、
県や町が行う研修等により育成する。

〇

数十人が体育館で避難生活をはじめてから５日が
経過した。将来を悲観し、冷静を欠くものが現
れ、暴行事件が発生した。また、半壊した住宅に
は空き巣が入るなど、治安が悪化している。

災害発生後の治安確保のため、地域住民と警察等
が合同訓練を実施できる様に努める。

〇

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

⑤洪水及び土砂災害等による疫病と感染症の大規模発生

感染症の発生、蔓延を防止するため、衛生・防疫
体制の確立・強化を示したマニュアルを策定し周
知する。

〇 〇 〇

避難所の浄化槽が故障していることから、生活
排水を側溝に流し、トイレが清掃できないた
め、不衛生な状況にある。そのため、避難所で
はノロウイルスが蔓延している。

避難所における衛生環境に備え、簡易トイレや衛
生用品等の備蓄に努める。

〇

自主防災組織の資機材の充実や研修・訓練による
体制を強化する。

〇 〇

洪水等発生後の除染のために必要な機材及び薬剤
等の備蓄に努める。

〇 〇

 ３ 災害発生直後から必要不可欠な行政機能が確保できるよう備える。

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

①町職員及び施設等の被災による行政機能の機能不全

町の危機管理体制強化のため、毎年、職員による
防災訓練を実施する。

〇 〇

地震による道路寸断で、登庁できない職員があ
り、証明等交付業務に支障をきたしている。ま
た、通信回線の断線や停電により業務が遂行で
きない。

災害対応BCP等を実用的なものとするため、職員
防災訓練を重ね実用的なものに見直す。

〇 〇

災害から行政システム及び住民情報等の業務デー
タを安全に管理するため、システムのクラウド化
や定期的なバックアップを行う。

〇

災害により通信回線が断線したことを考慮し、緊
急通信回線の確保を行うとともにクライアント単
体で使用できるように準備する。

〇

〇

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

②被災による治安の悪化

公共施設の電気設備及び空調等設備を整備・改修
するとともに適正に管理する。

〇

〇

地域のコミュニティ活動の活性化を促し、相互扶
助の意識醸成に取り組むため、拠点を整備改修す
ると共に、活動に係る補助制度等を設ける。

〇 〇

地域の防犯意識を高めるため、自主防災組織の訓
練を実施する。

〇 〇

〇
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暴風により電柱が倒壊し、長期停電が発生。テレ
ビ放送基地局(GF局)は、電力が枯渇し放送電波を
流せない状況となった。またラジオについては、
山間地の一部の地域には電波が届かない。

暴風雨により停電が発生。停電は長期となり断
水、通信、下水施設が停止し、地元企業も経済活
動がストップしている。また通行止めにより、原
材料や製造品の輸送ができない状況となってい
る。

横断施策

〇 〇

テレビ再放送設備を強靭化するため、設備の耐震
化と非常用電源の整備を進めるとともに適正な維
持管理に努める。

〇

個別施策

災害発生後、事業活動が早期に再開できるための
事業継続計画を策定するよう、周知する。

暴風雨により停電が発生。長期停電は通信環境
に影響を及ぼし、電話、携帯電話、インター
ネットなどの通信環境が寸断され、必要な情報
が配信されなくなった。

保健医
療,福祉

〇

行政,警
察,消防,
防災教
育

インフ
ラ

災害発生後、住民が携帯電話を各公共施設等で充
電できるよう、小型発電機を備蓄する。（現在
1.6kw 52台）

①電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期間停止

倒木や電柱の倒壊による停電被害を軽減するた
め、電線の地中埋設による無電柱化を進めるよ
う、電力会社と協議を進める。

 ５ 災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）が機能不全に陥ら
　せないよう備える。

 ４ 災害発生直後から情報通信機能が確保できるよう備える。

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

②テレビ・ラジオ放送の中断等や郵便事業の長期停止により重要な情報が必要な者に届かない事態

重要公共施設への通信回線が遮断しないよう、非
常用発電設備等を整備し、適正に管理する。

〇 〇

保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

〇

災害等の緊急情報が確実に受信できるようにＪア
ラート設備の改修や適正管理に努める。

〇

個別施策

〇

避難所、学校、保育所などの集客施設等に個別受
信機を設置する。

〇

横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

災害によりテレビ再放送設備の故障に備え、設備
の多重化を進める。

〇

災害等による緊急情報を確実に住民に伝達するた
め、防災行政無線の改修整備により強靭化を進
め、適正に管理する。

〇

災害等による緊急情報を確実に住民に伝達するた
め、個別受信機の設置や情報配信システム等を導
入する。

〇 〇

交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

災害発生後も事業者等が、生産活動を早期に再開
できるよう、主要基幹道路の改修整備を進める。

〇 〇 〇 〇

地域のまちづくり事業の展開により地域間の強い
つながりを構築し、企業活動が早期に再開される
ように努める。

〇 〇 〇

住宅 産業

〇〇

①サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による地域経済の疲弊

21



〇 〇

〇
災害発生後1週間分の非常用食料、飲料水及び常備
薬等を備蓄するよう広報紙や訓練等で啓発する。

地震等により農業集落排水施設が故障しないよ
う、施設の改修と耐震化を進める。

〇

〇

暴風雨により停電が発生。停電は長期となり
断水、通信、下水施設が停止し、地元企業も
経済活動がストップしている。復旧の目処は
たっていない。

南海トラフ巨大地震の発生により、道路が寸
断。しかし、被災箇所が多く、建設業者や資機
材の不足により道路啓開が進まず、輸送できな
い状況。そのため食料が不足している。

巨大地震により電力供給が停止し、道路が寸断
され、石油系燃料が町内に入ってこない。また
ガソリンスタンドでは、停電により給油できな
い状況となっている。

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅

災害発生後、事業活動が早期に再開できるための
事業継続計画を策定するよう、周知する。

〇 〇 〇

〇

〇

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

〇

〇 〇 〇

個別施策 横断施策

〇

災害発生後は石油系燃料、ＬＰガス等が不足する
ことから、貯蔵設備の設置や、小型の自然エネル
ギーの活用などを推奨する。

〇 〇

地震等による水道漏水箇所の低減や施設が故障し
ないよう、改修・耐震化を進め、適正管理に努め
る。

〇

電気や通信等の早期復旧のため、迅速に道路啓開
が可能なように主要基幹道路の整備を促進する。

〇 〇

保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

緊急輸送ルート確保のため、主要基幹道路の強靭
化と整備を促進する。

〇 〇 〇

食料等物資提供が不足することに備え、民間企業
等との協定の締結に努める。

〇

災害発生後は、非常食等の物資の輸送が困難とな
ることから、輸送等に係る協定の締結に努める。

〇 〇

道路の寸断により集落が孤立したことを考慮し、
ヘリポートの適正な維持管理に努める。

〇

公共施設の各設備が停電により機能停止とならな
いように、小型発電機を備蓄し適正に管理する。

〇

〇

 ６ 災害発生後、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通
　ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図れるよう備える。

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

携帯電話が停電により使用不能とならないよう、
送受信設備の電源確保について協議する。

災害発生後は石油系燃料、ＬＰガス等が不足する
ことから、貯蔵設備の設置や、小型の自然エネル
ギーの活用などを推奨する。

〇 〇 〇

大規模災害により燃料等が不足することに備え、
燃料等の供給に関する協定の締結を拡充する。

〇

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

産業
交通,
物流

国土保
全

〇

無電柱化を推進するため、電線の地中埋設が進む
よう事業者と協議を進める。

〇 〇 〇

〇

電気や通信等の早期復旧のため、道路啓開が迅速
に行えるように主要基幹道路の整備を促進する。

〇 〇

〇 〇 〇

②社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

③食料等の安定供給の停滞

①電力供給ネットワークや石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能の停止

避難所となる公共施設の停電に備え、非常用電源
設備の整備や空調設備等を整備し適正に管理す
る。

〇
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②上水道等の長期間にわたる供給停止

③汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

④地域交通ネットワークが分断する事態

〇

巨大地震により、水道施設の故障や管路が破損
し水道水の供給することができなくなった。し
かし、資材が不足し復旧作業ができない状態が
続き断水が続いている。

巨大地震により、処理施設の故障と管路の破損に
より、排水処理ができなくなった。しかし、業者
の不足と、補修資材が入手困難となり復旧作業が
できない状態が続いている。

暴風により倒木、電柱の倒壊や土砂崩れにより道
路が塞がれ、各所で通行止めとなった。そのた
め、車両の通行ができず、路線バスやふれあいバ
スの公共交通機関も運行できない状況が続いてい
る。

災害により、町道が寸断されることのないよう、
新設・拡幅・改良等事業を進める。

〇 〇

〇

〇

災害により道路が分断されたことを想定し、代替
ルートの検討やバス事業者等の関係機関との連携
強化を図る。

〇 〇 〇

橋梁長寿命化修繕計画により橋梁の改修を図ると
ともにトンネルの改修を行う。

〇 〇 〇 〇

〇 〇

災害により、主要な農道及び林道が寸断されるこ
とのないよう、新設・拡幅・改修等事業を進め
る。

個別施策

個別に生活排水を処理できるよう、合併浄化槽の
設置を推進する。

災害発生後の復旧用資機材が不足することや早期
に復旧するため、復旧用資材を備蓄する。

〇

断水時、迅速に給水活動を行うため、給水車及び
緊急飲料水製造装置を整備し、適正管理に努め
る。

〇 〇

個別施策

〇

〇

横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

地震等により農業集落排水施設が故障しないよ
う、施設の改修と耐震化を進める。

〇 〇

〇

避難所における衛生環境に備え、簡易トイレや衛
生用品等の備蓄に努める。

〇 〇

災害発生後、清掃活動が滞りなく行われるよう、
清掃共同組合等との協定の締結に努める。

〇 〇

横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

災害発生により国道・県道が寸断されることのな
いよう、整備促進に協力する。

〇 〇 〇

個別施策

断水時に、安全な水道水を配布するため、給水用
タンク、ポリ容器及び給水袋等を備蓄する。

長期停電に備えるため、水道主要施設に非常用電
源設備を整備し、適正管理に努める。

〇 〇

横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

地震等による漏水箇所の低減や水道施設が故障し
ないよう、施設の改修と耐震化を進めるととも
に、適正管理に努める
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〇

暴風雨により町内外の観光施設の営業が停止し、
町を訪れる旅行観光客や宿泊客が激減した。

台風により、倒木や倒木に巻き込まれた電柱が倒
壊し、複数の路線で通行止めとなった。倒木を撤
去しようにも所有者は所在不明であり、道路啓開
に時間を要することとなった。

暴風雨により、家屋の倒壊や倒木等により災害廃
棄物が多量に発生。広域ごみ処理施設の処理能力
を大幅に超え、町内の各地域には手つかずの状態
でゴミが山積し、復旧作業に着手できない。

紀美野町森林整備計画の「基幹路網の整備計画」
に掲載されている林道の整備2路線について整備を
進める。

〇

①風評被害等による地域経済への甚大な影響

災害ゴミが迅速に搬入できるよう、廃棄物処理施
設及び廃棄物仮置場候補地の改修・整備を行うと
ともに適正に管理する。

風評被害が拡散しないよう、町内外に正確な情報
を発信する体制を整える。

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

 ７ 制御不能な二次災害を発生させないよう備える。

個別施策 横断施策

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

②貯水池、ため池の損壊・機能不全による二次災害の発生

〇 〇

国土保
全

個別施策 横断施策数日間の豪雨により山腹崩壊が発生し、貴志川の
上流に自然ダムが形成された。その後、発生した
台風によりダムが決壊し、貴志川下流部に居住す
る住家に被害を及ぼすこととなった。

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

〇 〇

〇

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

③森林等の荒廃による被害拡大

ため池の危険個所を認識してもらうため、ため池
ハザードマップを策定し周知に努める。

〇 〇

ため池の改修を推進するとともに、定期的な点検
に努める。

国や和歌山県と連携して安全対策を進める。 〇

〇

間伐等により森林整備・保全することで、機能の
維持・向上させるなど、総合的かつ効果的な治山
対策事業を実施する。

〇

農地等が荒廃しないよう集落をあげて維持する。 〇

〇

〇 〇

 ８ 災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する。

個別施策 横断施策
行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

①大量に発生する災害廃棄物処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

野生鳥獣による農作物等の被害を防止するため、
有害鳥獣の捕獲、狩猟者の育成、防護柵の設置等
の鳥獣害対策を強化するとともに、捕獲した鳥獣
の食肉利用を推進する。

〇

災害廃棄物発生量の推計、仮置き場選別、処理方
法等について策定している災害廃棄物処理計画を
必要に応じて見直す。

〇

災害ゴミが迅速に処理できるよう、一般廃棄物処
理業者等との協定締結を推進する。

〇

災害により、主要な農道が寸断されることのない
よう新設・拡幅・改修等事業を進める。

〇 〇 〇
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　「施策ごとの推進方針」に基づく具体的な事業については、別にホームページにより公表する。

巨大地震の発生により、鉄道や道路が被災し、災
害ボランティア等の到着が遅れ人員が不足してい
る。また、通行止めにより復興資材の到着が遅
れ、大幅に復旧・復興工事が遅れることとなっ
た。

〇

地震発生後、避難所では不安からか住民感情が高
ぶり、暴力事件に発展した。そのため、地域コ
ミュニティが崩壊し、被災家屋に空き巣が入るな
ど治安も悪化し、復興の話が進まない。

〇

毎年、自主防災組織が防災訓練を実施できるよ
う、訓練補助制度や訓練支援の環境を整える。

〇

防災意識を醸成するため、防災・減災に関する防
災講習及び訓練を実施する。

〇

個別施策 横断施策
行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

環境
ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

町に定住を希望する者に対し、支援を実施するこ
とにより、地域の担い手を確保し持続ある地域コ
ミュニティの形成を図る 。

〇

ﾘｽｸｺ
ﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

長寿命
化対策

災害により国道・県道が寸断されることのないよ
う、整備促進に協力する。

〇 〇 〇

〇 〇

〇

学校、保育所及び老人福祉施設等が積極的に防災
訓練や研修を行える環境を整えるため、訓練メ
ニューの充実など支援を行う。

〇

③基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

防災・減災に関する活動リーダーの育成のため、
防災講習の実施、県等が主催する講習会等に参加
しやすい環境を整える。

〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

交通関係、運送業者との協定の締結を図る。 〇

環境

②地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

〇

要配慮者や生活困窮者が気軽に相談できる相談支
援事業の充実を図る。

〇

災害により、町道が寸断されることのないよう、
新設・拡幅・改良等事業を進める。

〇 〇

自主防災組織、消防団、老人会、地域サロン団体
など、団体間交流を活発化し地域コミュニティの
結びつきを強くする。

〇 〇

〇

〇

土地の地権者を明確にし、復旧・復興事業を円滑
に進めるため、地籍調査事業未実施地域の解消に
努める。

〇

〇

個別施策 横断施策

行政,警
察,消防,
防災教
育

住宅
保健医
療,福祉

インフ
ラ

産業
交通,
物流

国土保
全

〇

橋梁長寿命化修繕計画により橋梁の改修を図ると
ともにトンネルの改修を行う。

〇

災害により、主要な農道及び林道が寸断されるこ
とのないよう新設・拡幅・改修等事業を進める。
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